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○浦添市都市公園条例施行規則 

平成18年３月31日 

規則第12号 

改正 平成18年12月22日規則第34号 

平成25年３月22日規則第４号 

平成28年３月15日規則第19号 

平成29年10月４日規則第45号 

令和４年８月２日規則第45号 

令和５年３月27日規則第18号 

注 平成28年３月から改正経過を注記した。 

浦添市都市公園条例施行規則（昭和55年規則第７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、浦添市都市公園条例（平成17年条例第31号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（公園施設の設置基準の特例） 

第２条の２ 都市公園法施行令（昭和31年政令第290号。以下「政令」という。）第６

条第１項第１号に掲げる場合に関する条例第１条の４第２項の規則で定める範囲は、

同号に規定する建築物に限り、公園の敷地面積の100分の10（当該建築物が浦添運動

公園に存する建築物である場合は100分の15）を限度として同条第１項の規定により

認められる建築面積を超えることができる。 

２ 政令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する条例第１条の４第２項の規則で定

める範囲は、同号に規定する建築物に限り、公園の敷地面積の100分の20を限度とし

て同条第１項の規定により認められる建築面積を超えることができる。 

３ 政令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する条例第１条の４第２項の規則で定

める範囲は、同号に規定する建築物に限り、公園の敷地面積の100分の10を限度とし

て同条第１項又は前２項の規定により認められる建築面積を超えることができる。 

４ 政令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する条例第１条の４第２項の規則で定

める範囲は、同号に規定する建築物に限り、公園の敷地面積の100分の２を限度とし

て同条第１項又は前３項の規定により認められる建築面積を超えることができる。 

（令４規則45・令５規則18・一部改正） 

（行為の許可申請書） 
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第３条 条例第２条に掲げる行為の許可を受けようとする者は、行為開始の３月前か

ら３日前までに公園内行為許可申請書（様式第１号）を指定管理者に提出しなけれ

ばならない。ただし、第９条第１項第１号から第４号までに該当する場合は、６月

前から３日前までに提出しなければならない。 

（公園施設の設置及び管理等） 

第４条 公園施設の設置の許可を受けようとする者は、工事着手の日の15日前までに

公園施設設置許可申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 公園施設の管理の許可を受けようとする者は、管理開始の日の15日前までに公園

施設管理許可申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

３ 条例第６条ただし書の規則で定める公園は、浦添運動公園、浦添カルチャーパー

ク及び都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）第５条の２第１項

の規定により公募する公園とする。 

（平29規則45・令４規則45・一部改正） 

（占用許可申請書） 

第５条 公園施設以外の工作物その他の物件又は施設を設けて公園の占用の許可を受

けようとする者は、工事着手の日の15日前までに公園占用許可申請書（様式第４号）

を市長に提出しなければならない。 

（許可変更申請書） 

第６条 条例第２条第１項に掲げる行為の許可を受けた者が、それらの許可を受けた

事項を変更しようとするときは、第３条の規定に準じて速やかに許可変更申請書（様

式第５号の１）を指定管理者に提出しなければならない。 

２ 公園施設の設置若しくは管理の許可を受けた者又は公園の占用許可を受けた者が、

それらの許可を受けた事項を変更しようとするときは、それぞれ第４条及び前条の

規定に準じて速やかに許可変更申請書（様式第５号の２）を市長に提出しなければ

ならない。 

（令４規則45・一部改正） 

（許可書） 

第７条 指定管理者は、第３条の規定による提出があった場合、許可したときは公園

内行為許可書（様式第６号の１）を交付するものとする。 

２ 市長は、第４条及び第５条の規定による提出があった場合、公園施設の設置の許

可を受けた者には公園施設設置許可書（様式第６号の２）を、公園施設の管理の許

可を受けた者には公園施設管理許可書（様式第６号の３）を、公園の占用許可を受

けた者には公園占用許可書（様式第６号の４）をそれぞれ交付するものとする。 



 
資料７−３ 

３ 前２項の場合において、それぞれ前条の規定による提出があった場合、許可事項

の変更を認めるときは、変更許可書（様式第６号の５及び第６号の６）を交付する

ものとする。 

（使用料及び利用料金の計算方法） 

第８条 使用料及び利用料金の計算方法は、次に定めるところによる。 

(1) １日を単位として定めてある場合は、１日未満の端数は、１日とみなす。 

(2) １月を単位として定めてある場合において使用期間に１月未満の端数を生じ

たときは、その日数に応じて日割計算により算定する。 

(3) １平方メートルを単位として定めてある場合は、１平方メートル未満の端数は、

１平方メートルとみなす。 

(4) １メートルを単位として定めてある場合は、１メートル未満の端数は、１メー

トルとみなす。 

(5) １年を単位として定めてある場合において使用期間に１年未満の端数を生じ

たときは、その月数に応じて月割計算により算定する。この場合において、１月

未満の端数は１月とみなす。 

(6) 100平方メートルを単位として定めてある場合は、100平方メートル未満の端数

は、100平方メートルとみなす。 

（令５規則18・一部改正） 

（使用料及び利用料金の減免） 

第９条 条例第12条第３項及び条例第21条第３項に規定する使用料及び利用料金の減

免は、次の各号のいずれかに該当する場合に行うものとする。 

(1) 国、地方公共団体その他の公共団体又は公的団体が、公用若しくは公益のため

に使用するとき。 

(2) 市が主催する事業のため使用するとき。 

(3) 学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による中学校、小学校若しくは幼稚

園の生徒、児童若しくは園児又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定によ

る児童福祉施設の児童が授業又は保育上の目的のため教職員に引率されて使用す

るとき。 

(4) その他市長が特に必要があると認めるとき。 

２ 前項の規定により使用料又は利用料金の減免を受けようとする者は、使用料につ

いては、使用料減免申請書（様式第７号の１）を市長に、利用料金については、利

用料金減免申請書（様式第７号の２）を指定管理者に提出しなければならない。 

３ 市長は、使用料の減免を許可したときは、使用料減免許可書（様式第８号の１）
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を、指定管理者は、利用料金の減免を許可したときは、利用料金減免許可書（様式

第８号の２）を交付するものとする。 

（平29規則45・令５規則18・一部改正） 

（使用料及び利用料金の返還） 

第10条 条例第12条第４項及び条例第21条第４項の規定による使用料及び利用料金を

返還する場合は、次のとおりとする。 

(1) 法第27条第２項の規定により許可を取り消したとき 全額 

(2) 条例第13条第２項の規定により許可を取り消したとき 全額 

(3) 不可抗力により公園を使用できなくなったとき 全額 

(4) 公園の使用又は占用開始の日の５日前までに許可の取消しを申し出たとき 

２分の１の額 

２ 前項の規定により、使用料及び利用料金の返還を受けようとする者は、使用料に

ついては、使用料返還申請書（様式第９号の１）を市長に、利用料金については、

利用料金返還申請書（様式第９号の２）を指定管理者に提出しなければならない。 

（令５規則18・一部改正） 

（工作物等を保管した場合の公示の場所等） 

第11条 条例第13条の３第１項第１号の規則で定める場所は、浦添市公告式条例（昭

和47年条例第13号）第２条第２項に規定する掲示場とする。 

２ 条例第13条の３第２項の保管工作物等一覧簿は、様式第10号によるものとし、同

項の規則で定める場所は、公園の管理を所管する課とする。 

（令５規則18・追加） 

（工作物等の返還に係る受領書） 

第12条 条例第13条の６の受領書は、様式第11号によるものとする。 

（令５規則18・追加） 

（届出） 

第13条 条例第15条第１号から第５号までの規定による届出は、届書（様式第12号の

１）により、同条第６号の規定による届出は、届書（様式第12号の２）によらなけ

ればならない。 

（令５規則18・旧第11条繰下・一部改正） 

（指定管理者の指定申請書等） 

第14条 条例第18条第１項の規定による申請は、浦添市都市公園指定管理者募集要項

によるものとする。 

２ 条例第18条第２項の規定による添付する書類は、次に掲げる書類とする。 
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(1) 法人である団体にあっては、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(2) 法人でない団体にあっては、定款又は寄附行為に相当する書類及び代表者の身

分証明書（市町村長が発行するものに限る。） 

(3) 申請に係る業務の実施の方法を記載した書類 

(4) 最近の事業年度における事業報告書、貸借対照表、収支決算書、財産目録その

他の経理的基礎を有することを明らかにする書類（申請の日の属する事業年度に

設立された法人にあっては、その設立時における財産目録） 

(5) 役員の氏名、住所及び履歴を記載した書類 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 条例第19条第４号の規則で定める公園は、浦添運動公園、浦添カルチャーパーク

及び法第５条の２第１項の規定により公募する公園とする。 

（平29規則45・令４規則45・一部改正、令５規則18・旧第12条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前にこの規則による改正前の浦添市都市公園条例施行規則（以下

「改正前の規則」という。）の規定によりされた処分、手続その他の行為は、この

規則による改正後の浦添市都市公園条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）

の規定によりされた処分、手続その他の行為とみなす。 

３ この規則の施行の際、改正前の規則による改正前の様式により使用されている書

類は、改正後の規則の様式によるものとみなす。 

附 則（平成18年12月22日規則第34号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月22日規則第４号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月15日規則第19号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年10月４日規則第45号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年８月２日規則第45号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 



 
資料７−３ 

（浦添市規則で定める様式における押印の取扱いの特例に関する規則の一部改正） 

２ 浦添市規則で定める様式における押印の取扱いの特例に関する規則（平成６年規

則第33号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（令和５年３月27日規則第18号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている

書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 
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